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研究成果の概要： 
哺乳類において卵管は受精の場を提供する重要な器官である。しかし、卵管における初期胚

と母体間のシグナル伝達機構は殆ど明らかにされていない。この原因として、これらシグナル
分子の発現量が微量であり、尚且つ限られた胚ステージのみでの発現であることが考えられる。 
本研究では、卵管の胚シグナルに対する応答機構を明らかにするため、包括的微量定量が可

能である SWATH 解析を行った。その結果、金属イオン結合能を有する分子等を検出したので、
これらの基礎データを集積した。 

研究成果の学術的意義や社会的意義 
現在まで受精後着床前の初期胚シグナルは殆ど同定されていない。その本質を明らかにし、

更に母体の応答機構を明確にすることが出来れば、胚シグナルの伝達機構破綻と推定される受
精着床不全の新しい病態メカニズムの提示につながる可能性がある。 

研究分野：生殖生理学 
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１．研究の目的
哺乳類では卵巣から排卵された成熟卵子は卵管内で受精した後、細胞分裂を繰り返しながら

子宮まで移動しそこに着床する。この間、母体は初期胚の存在を着床前に感知し、胚盤胞（初
期胚）受容のために子宮内膜の構造を変化させる。従って、受精卵の移動に伴い、胚と母体の
間で多様な情報交換が行われていると推定される。しかし、受精後～着床前に、特に卵管内で
はどのような経路で初期胚シグナル分子を母体に伝達するかについては殆ど明らかにされてい
ない。
本研究では、この初期胚シグナルの伝達経路を解明するため、ICR マウスを用いて受精卵（2-4

細胞期）及び未受精卵の存在下における卵管総タンパク質を、SWATH 解析によって定量的発
現解析を行った。その結果、偽妊娠卵管に対する妊娠卵管において、それぞれ 510/734 種のタ
ンパク質の増減が検出された。これらの検出された金属結合タンパク質を含む分子群を手掛か
りとし、哺乳類雌性生殖管の胚シグナルに対する応答機構を明確にすることが最終目的である。 

２．研究成果
我々は SWATH 解析の結果から、増減がみられた分子の中で特に発現量上昇が著しい金属イ

オン結合能を有するタンパク質であるメタロチオネイン(MT)-1、MT-2、MT-3、および卵子での
発現が報告されている CD81 に着目した。

これら分子の遺伝子発現量をリアルタイム PCR 法で確認したが、タンパク質レベルの解析
と相反して各 mRNA の発現量に大きな変化は認められなかった。ウエスタンブロット法では
MT に対する複数の市販の抗体では反応性が悪く良好な実験結果が得られず、また CD81 は大
きな発現変化は認められなかった。
今後は MT を含めた受精シグナル候補分子の合成ペプチド等を用いて抗体を作成し、組織化

学解析を最終目的とした詳細な定量解析を行う予定である。
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